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自民党派閥の裏金問題は、国民の政治に対する信頼を根本から失わせる深刻な

事態を招いている。信頼関係回復のために、まず重要なことは、裏金を受け取りな

がら、今回立件に至らなかった政治家や派閥の幹部が、説明責任を果たすことだ。

いかに法律改正・制度改革に取り組んでも、今回のように、決められた法律さえも

守らず、さらに証拠隠滅まで平然と行われるようでは、何の意味もない。政治に対

する信頼を取り戻すためには、まずは関係者が明確な説明責任を果たすこと及び

政治責任を取ることであることを、改めて強調する。 

以上を前提とした上で、次の 3つの制度改革案を提案する。これらには、今回の

裏金問題だけではなく、政治とカネの問題について従来から指摘されてきた課題

についての改革案も含まれている。政治・政策決定を特定の企業・団体がゆがめる

ような状況を是正し、国民の政治に対する信頼を取り戻すための必要最小限の改

革案であり、早期の実現が必要である。 

 

Ⅰ. 政治家本人の処罰強化 

 

・国会議員関係政治団体の政治資金収支報告書の代表者は本人である国会議員 

 とすることを義務付ける。 

 

・代表者に会計責任者と連座して責任を負わせる。 

 

・規正法 25条第 2項の「選任及び監督」を「選任又は監督」にする。 

 

・収支報告書不記載の政治資金に対して政治資金隠匿罪を新設する。 

 

Ⅱ. 政治資金の透明性の確保 

 

1．政治資金収支報告書のデジタル化など 

・すべての国会議員関係政治団体の政治資金収支報告書を検索可能な形でデジ 

 タル化し、オンラインで提出することを義務付ける。政党及び政策集団・派閥に  



 ついても同様とする。 

 

・総務省、都道府県選管に対し、政治資金収支報告書のインターネットによる公  

 開を義務付けるとともに、総務省においてすべての情報を横断的に検索できる 

 ようにする。 

 

・政治資金収支報告書の保存期間及び会計帳簿等の保存期間を 3 年から 7 年  

 に延長する。 

 

・上記デジタル化を前提に、政治資金収支報告書の公開時期（3月提出、11月公 

 表）を早める。 

 

2．監査の強化 

・登録政治資金監査人による外部監査を政党及び政策集団・派閥にも拡大する。 

 

・上記監査人による監査の範囲を見直し、支出だけではなく、収入についても監 

 査を義務付ける。 

 

・政治資金を監督する独立の第三者機関の設置を検討する。 

 

3．その他の資金の使途公開など 

・使途不明な「政策活動費」など政党幹部への多額の渡し切りを禁止する。 

 

・調査研究広報滞在費（旧文通費）については、使途可能な範囲を明確にすると 

 ともに、使途の公開や残余金の返還などを法律で定める。 

 

Ⅲ. 政治資金パーティー及び企業・団体献金の禁止 

 

・特定の企業・団体が政治・政策決定をゆがめることのないように、企業・団体の 

 政党及び政党支部に対する寄附を禁止する。 

 

・政治資金パーティーは企業・団体のみならず、個人が購入するものも含めて全 

 面的に禁止する。 

 

・個人献金を促進するため、個人が政治活動に関する寄附を行う場合の税額控 

 除を抜本拡充する。 


